
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模住宅のほか店舗等
も介在する区画整然とし
た住宅地域

赤道十字路停220 m

特記すべき事項はない。 基準方位北、６ｍ
市道

赤道十字路停南方220 m

Ｒ６市内取引面積・件数は前年比で増加したが、Ｒ７は最新１０月迄
の累計でいずれも同期間前年比で減少傾向が見られた。

赤道交差点背後の立地の為、かつては小規模店舗・医院が見られたが
現在は閉店しており、現在は住居系用途が主となっている。

対象基準地が属する地域の標準的画地で、競争力の程度は概ね中位。
なお当該競争力の変動は特段認められない。

近時に区画整理事業により整備された住宅地域で、空地はほぼ認められない。経年建物が多く、近時の建替の多
くは戸建住宅である。よって地域は今後も現況の住環境を維持しつつ、推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

賃貸需要は認められるが、建築費の高止まり等により、経済合理的な賃貸経営が困難な為、収益還元法の適用は断念し
た。一方、比準価格は赤道地区の事例を中心に収集・選択した後、典型的需要者の観点に基づき、適切に補修正・要因
比較を行い試算しており、市場特性との適合性及び説得力が高い。よって本件では、市場性を反映する比準価格をもっ
て、指定基準地との比較による検討を踏まえつつ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は市内中心市街地に亘る住宅地域。特に赤道、宮里、江州等の区画整然とした住宅地域との代替競争関係が
強い。需要者は自用目的の市内居住者が中心だが、那覇市等の圏外からの転入者も一部見られる。沖縄市に程近い立地
で利便性が認められ、近時には地域内で戸建住宅の建替も複数見られており、主な地元需要は底堅い。土地は３５０㎡
程度で２９００万円前後が需要価格帯の目安。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 竹内　優志

株式会社　あい総合研究所

令和 8 6 4

令和 8 7 2

うるま市字赤道仲原１７８番１２外 345

1：1 ＲＣ 1

南東6 m

市道

水道、

下水

（都） １住居
(60,200)

（その他）

130 100 90 70 低層住宅地

18 18.5 330 正方形

（都） １住居
(60,200)

標準的使用とほぼ同じ低層住宅地 方位                          +2.0

83,500

／

／

／

令和 8 65,000

28,800,000 83,500

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 82.6

102.0
84,800

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

-1.0

+4.0

-19.0

-1.0

0.0

□ □

□ □

■
81,000

+3.1



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅のほか戸
建分譲住宅も見られる住
宅地域

いずみ病院入口停
1.8 ㎞

特記すべき事項はない。 基準方位北、５．
４ｍ市道

いずみ病院入口停北東
方
1.8 ㎞

Ｒ６市内取引面積・件数は前年比で増加したが、Ｒ７は最新１０月迄
の累計でいずれも同期間前年比で減少傾向が見られた。

周辺では経年建物の改修が複数進んでおり、建物への再投資が確認さ
れた。現状の地域用途は継続的と判断する。

対象基準地が属する地域の標準的画地で、競争力の程度は概ね中位。
なお当該競争力の変動は特段認められない。

戸建住宅が多い中、空地も介在する旧来の住宅地域で、近年分譲戸建開発等により、地域の熟成度は高まってい
る。よって地域は今後、現況の住環境を維持しつつも、熟成度を緩やかに向上させながら、推移すると予測。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

自己利用の戸建住宅所有が支配的な地域であり、賃貸需要は乏しく賃貸市場が未成熟である為、収益還元法は非適用と
した。比準価格は典型的需要者の観点に基づき、代替競争関係が認められる栄野比・昆布地区の取引事例を広域的に収
集・選択の上、補修正、要因比較を適切に行っており、説得力が高い。よって本件では、市場性を反映する比準価格を
もって、指定基準地との比較による検討を踏まえつつ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は市内に亘る住宅地域。特に昆布、栄野比地区等の郊外に位置する既成住宅地域との代替競争関係が強い。
地縁的選好性がやや働き、需要者は圏内居住の一次取得者が中心だが、近年は本島中部圏域の個人や不動産業者も認め
られる。市内では値頃なエリアであり、ミニ分譲目的含め、建築費上昇を背景に、需要は旺盛。土地は６００㎡程度で
２２００万円前後が需要の中心。なお今後の建築費の変動については留意を要する。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 竹内　優志

株式会社　あい総合研究所

令和 8 6 4

令和 8 7 2

うるま市字昆布長尾原１８３２番４８４ 582

1：1 ＲＣ 1

南西5.4 m

市道

水道

（都） 
(60,200)

（その他）

(70,200)

120 100 50 80 低層住宅地

20 25 500 ほぼ長方形

（都） 
(70,200)

標準的使用とほぼ同じ低層住宅地 方位                          +1.0

37,000

／

／

／

令和 8

1.4

21,500,000 37,000

□ □

うるま(県) 11

27,600

101.4

96.8 79.4

101.0
36,800

0.0

0.0

0.0

-3.2

0.0

0.0

-2.0

0.0

-19.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
34,500

+7.2



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅の中に空
地等も見られる住宅地域

具志川バスターミナル
入口停
500 m

田場小学校の北側至近に存す
る既成住宅地域

基準方位北、　　
６ｍ道路

具志川バスターミナル
入口停　南東方
500 m

市内人口は増加傾向、高齢化率は上昇傾向である。土地取引件数は、
増減を繰り返しているが、取引価格は堅調に推移している。

地域要因に特段の変動は無い。

規模、形状ともに地域の標準的なものと判断される。

近隣地域は、田場小学校北側至近の既成住宅地域である。周辺類似地域の取引価格が上昇傾向にあり、分譲価格
も堅調であることから、地価は上昇傾向で推移していくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

低層の一般住宅を中心とする住宅地域である。対象基準地の画地規模においては土地価格に見合った投資行動（賃貸建
物の建築）及び賃料授受が困難であり、建築費の高騰がかなり影響することから、収益価格は試算しなかった。学校等
の利便施設との接近条件等から、当該地域は居住の快適性を志向する地域と判断される。よって、本件では比準価格を
標準に、指定基準地との比較による検討を踏まえつつ鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内の中心市街地緑辺部に存する既成住宅地域である。主な需要者は市内居住者であるが、圏外からの
転入者も見られる。街路は概ね自然に配置され、学校や商業施設等への接近条件は比較的良好である。分譲地等の活発
さから、代替競争関係にある類似地域の取引価格が上昇傾向にある。土地で１，１００万円前後、中古建物込みで２，
５００万円前後が取引の中心となる価格帯である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 8 6 10

令和 8 7 3

うるま市字田場国場原８４８番２ 183

1：1.5 ＲＣ 2

北西6 m

道路

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

（その他）

70 100 40 100 低層住宅地

12 15 180 ほぼ長方形

（都） １中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

61,800

／

／

／

令和 8 45,000

11,300,000 61,800

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 111.5

100.0
61,600

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

-1.0

+0.5

+15.5

-3.0

0.0

□ □

□ □

■
56,200

+10.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多く見
られる住宅地域

具志川郵便局前停
270 m

県道７５号線西側背後の既成
住宅地域

基準方位北　　　
５ｍ道路

具志川郵便局前停　北
西方
270 m

市内人口は増加傾向、高齢化率は上昇傾向である。土地取引件数は、
増減を繰り返しているが、取引価格は堅調に推移している。

地域要因に特段の変動は無い。

個別的要因に変動はない。

県道７５号線西側背後の既成住宅地域である。市中心部の公共施設、商業施設、教育施設等も比較的近く、類似
地域内の取引価格も上昇傾向にあることから、地価は上昇傾向と判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

一般住宅等を中心とする既成住宅地域である。地域の画地規模、容積率等を考慮すると、居住の快適性を志向して取引
が行われる地域であり、近時の建築費高騰等による賃貸物件への投資不採算性の観点から、収益価格は試算しなかった
。類似地域間における居住環境の優劣と直近の県内景気状況等の影響も考慮すべきと判断される。よって、本件では比
準価格を標準に、鑑定評価額を上記の通り決定した。

県道７５号線西側背後の既成住宅地域である。市中心部の公共施設、商業施設、教育施設等も比較的近いため、同一需
給圏は、市内中心部及びその周辺の既成住宅地域等と判断される。需要者の中心は市内居住者であり、市外の転入者等
も散見される。街区の整然性等は劣るもののその他の居住環境等に格段の劣位性は感じられないことから、取引価格は
上昇傾向にある。土地のみで総額２，０００万円程度が取引の中心となる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 8 6 10

令和 8 7 3

うるま市安慶名３丁目３６４番３
「安慶名３－３５－２３」

282

1.5：1 ＲＣ 1

南西5 m

道路

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

（その他）

50 100 50 80 低層住宅地

18 14 250 長方形

（都） １低専
(50,100)

低層住宅地 方位                          +1.0

69,400

／

／

／

令和 8 52,000

19,600,000 69,400

□ □

□ □

□ □

■

■

63,700

うるま 4

65,800

+8.9 +5.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅及び農家住宅等
が混在する既成住宅地域

豊原停180 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
４．１ｍ市道

豊原停南方180 m

　市内の人口・世帯数は増加傾向にあり、市内の利便施設を中心に外
延的に広がる住宅地の地価上昇要因として作用している。

　幹線道路沿線では利便施設の出店が進んでおり、背後住宅地の住宅
地需要は高まっている。周辺では戸建分譲住宅も多くみられる。

　個別的要因に変動はない。

　戸建住宅が見られる既成住宅地域で、幹線道路沿線の商業地域の繁華性向上は背後住宅地の利便性向上に寄与
すると考えられる。これらを背景に、地価水準は上昇傾向で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は類似地域から規範性の高い取引事例を採用し、市場性を反映した実証的な価格と認められる。賃貸市場が
熟成しておらず、建築費高騰の影響により土地に帰属する純収益を適切に査定できないため、収益還元法の適用を断念
した。自己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断され
る。従って、比準価格を採用し、指定基準地との検討を考慮のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、うるま市の旧具志川地区を中心とした既成住宅地域と判断した。需要者は、同市に地縁的選好性を有
する個人が中心で、他の市町村からの転入者もみられる。幹線道路沿線の繁華性向上は周辺の利便性の高い住宅地域の
需要を押し上げており、需給動向は強含み傾向にある。市場の中心となる価格帯は２５０㎡程度で土地総額１，０００
万円～１，５００万円程度、新築戸建住宅は総額３，０００～４，０００万円程度の取引が中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 平良　修

有限会社　平良不動産鑑定事務所

令和 8 6 30

令和 8 7 3

うるま市字豊原仲塩屋原２９０番３ 242

1：2 ＲＣ 1

南4.1 m

市道

水道、

下水

（都） 
(60,200)

（その他）
土砂災害警戒区域

100 100 80 100 戸建住宅地

11.5 20 230 ほぼ長方形

（都） 
(60,200)
土砂災害警戒区域

戸建住宅地 方位 +3.0

51,100

／

／

／

令和 8

1.3

12,400,000 51,100

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 140.5

103.0
50,400

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+1.0

+1.0

+42.0

-3.0

0.0

□ □

□ □

■
47,500

+7.6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多く見
られる区画整然とした住
宅地域

赤野停280 m

特記すべき事項はない 基準方位　北　　
６ｍ市道

赤野停　南東方280 m

うるま市の人口及び世帯数は増加傾向で推移。拡大基調が継続する景
況を背景に、市内宅地需要は堅調さを維持している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅を中心とする住環境が良好な住宅地域で今後も現状を維持するものと予測する。良好な住環境や利便性
から需要は堅調で地価は上昇傾向だが、建築費高騰等から、その勢いは弱まりつつ推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性を有する取引事例に基づき試算したもので、市場性を反映し実証的である。一方、収受可能な賃料
水準や建築費を勘案すると、経済合理的な賃貸住宅の経営が困難なため収益価格の試算は行わなかった。近隣地域は自
己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断される。以上
より市場性を反映した実証的な比準価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ上記の通り鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、うるま市及び周辺市町村を含む住宅地域の存する圏域で、特にうるま市内の区画整然とした住環境が良
好な住宅地域との代替性が強い。主たる需要者はうるま市及び周辺市町村の居住者を中心とする一次取得者層である。
公共施設や利便施設への接近性や良好な住環境から宅地需要は堅調である。土地は２５０㎡程度で２５００万円前後、
新築戸建は３０００万円から４０００万円程度を中心に取引が行われている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 6 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  大城　直哉

大城不動産鑑定事務所

令和 8 6 25

令和 8 7 1

うるま市みどり町３丁目１１番１２
「みどり町３－１１－２２」

245

1：1.5 ＲＣ 2

南西6 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

（その他）

100 100 100 100 戸建住宅地

13 19 250 長方形

（都） １低専
(50,100)

戸建住宅地 方位                          +1.0

97,500

／

／

／

令和 8 76,000

23,900,000 97,500

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 70.8

101.0
98,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

-3.0

0.0

-27.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
92,000

+6.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 小規模住宅が密集してい
る既成住宅地域

南栄入口停250 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
４．５ｍ市道

南栄入口停北西方250 m

うるま市の人口は微増となっている。県内景気が観光に支えられて好
調であることから、うるま市の地価も上昇している。

一方通行路沿いの住宅地域にあるが、交通接近性が高いため市場性が
向上し地価が上昇している。

個別的要因に特に変化はない。

一方通行路沿いに戸建住宅が建ち並ぶ既成住宅地域である。バス停、商業施設等に近く利便性が高く、市場性が
比較的高いため、昨年の地価は顕著な伸び率を見せたが、本年の伸び率は若干落ち着きを見せている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、うるま市内の事情補正のない住宅地域の取引価格に適切な補修正を行ったものであり、取引実態を反映し
、精度が高いと判断する。近年の建築費の高騰や土地価格の上昇に賃料が連動しておらず、適切な土地帰属純収益が得
られないため、収益還元法の適用を断念した。本件においては比準価格の精度は高いと判断し、指定基準地との検討を
踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、うるま市内の既成住宅地域等。需要者の中心は、戸建住宅を購入する目的の個人と判断した。一方通行
路沿いに戸建住宅が建ち並ぶ既成住宅地域である。バス停、商業施設等に近く利便性が高く、市場性が比較的高いため
、昨年の地価は顕著な伸び率を見せたが、本年の伸び率は若干落ち着きを見せている。主たる価格帯は、５９，４００
円／㎡前後であり、総額では８００万円前後、面積は１３０㎡前後となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 7

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 7 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 8 6 18

令和 8 7 3

うるま市石川２丁目２８１番３
「石川２－２０－１６」

133

1.2：1 ＲＣ 2

北西4.5 m

市道

水道、

下水

（都） １住居
(60,200)

（その他）

(60,180)

50 80 30 70 戸建住宅地

13 11 130 長方形

（都） １住居
(60,180)

戸建住宅地 方位                          0.0

59,400

／

／

／

令和 8

1.3

7,900,000 59,400

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 116.2

100.0
59,100

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+1.0

-1.0

+18.0

-1.5

0.0

□ □

□ □

■
55,000

+8.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い既
成住宅地域

石川入口停200 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
５ｍ市道

石川入口停北西方200 m

うるま市の人口は微増となっている。県内景気が観光に支えられて好
調であることから、うるま市の地価も上昇している。

街区の整然としない既成住宅地域であるが、割安感から地価は上昇を
続けている。

個別的要因に特に変化はない。

県道２５５号線及び、県道６号線の間に形成された既成住宅地域である。従来の割安感から地価は、昨年に引き
続き顕著な伸び率となっている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、うるま市内の事情補正のない住宅地域の取引価格に適切な補修正を行ったものであり、取引実態を反映し
、精度が高いと判断する。当該地域が戸建住宅地域であり、収益性を価格判定の指標にする地域ではないことや、賃貸
市場が未成熟であることなどから収益還元法は適用しなかった。本件においては比準価格の精度は高いと判断し、指定
基準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、うるま市内の既成住宅地域等。需要者の中心は、戸建住宅を購入する目的の個人と判断した。県道２５
５号線及び、県道６号線の間に形成された既成住宅地域である。従来の割安感から地価は、昨年に引き続き顕著な伸び
率となっている。主たる価格帯は、５１，４００円／㎡前後であり、総額では１，２００万円前後、面積は２４０㎡前
後となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 8 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 8 6 18

令和 8 7 3

うるま市石川曙３丁目２６５１番７
「石川曙３－７－１２」

265

1：2 ＲＣ 2

北東5 m

市道

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

（その他）

60 120 160 160 戸建住宅地

12 20 240 ほぼ長方形

（都） １中専
(60,200)

戸建住宅地 方位                          0.0

51,400

／

／

／

令和 8

1.4

13,600,000 51,400

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 134.3

100.0
51,100

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+35.0

-1.5

0.0

□ □

□ □

■
47,000

+9.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅及び農家住宅が
混在する既成住宅地域

嘉手苅停140 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
３．８ｍ市道

嘉手苅停南西方140 m

うるま市の人口は微増となっている。県内景気が観光に支えられて好
調であることから、うるま市の地価も上昇している。

市街地から離れた既成市街地であるが、価格が低く割安感が生じてい
るため地価の上昇が続いている。

個別的要因に特に変化はない。

市街地外縁部に位置する既成住宅地域。沖縄県全体の人口が減少する中、うるま市は増加しており、堅調な住宅
需要と割安な地価から、上昇率は昨年と同様の高い伸び率となった。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、うるま市内の事情補正のない住宅地域の取引価格に適切な補修正を行ったものであり、取引実態を反映し
、精度が高いと判断する。当該地域が市街地外縁部の戸建住宅地域であり、収益性を価格判定の指標にする地域ではな
いことや、賃貸市場が未成熟であることなどから収益還元法は適用しなかった。本件においては比準価格の精度は高い
と判断し、指定基準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、うるま市内の内価格帯が低位の既成住宅地域等。需要者の中心は、戸建住宅を購入する目的の個人と判
断した。市街地外縁部に位置する既成住宅地域。沖縄県全体の人口が減少する中、うるま市は増加しており、堅調な住
宅需要と割安な地価から、上昇率は昨年と同様の高い伸び率となった。主たる価格帯は、３５，７００円／㎡前後であ
り、総額では１，２００万円前後、面積は３３０㎡前後となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 9

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 9 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 8 6 18

令和 8 7 3

うるま市石川嘉手苅後原１３８番１ 333

1：1.2 ＲＣ 1

南3.8 m

市道

水道、

下水

（都） 
(60,200)

（その他）

200 90 180 80 戸建住宅地

16.5 20 330 長方形

（都） 
(60,200)

戸建住宅地 方位                          +3.0

35,700

／

／

／

令和 8

1.5

11,900,000 35,700

□ □

うるま(県) 11

27,600

101.4

96.8 84.1

103.0
35,400

0.0

0.0

0.0

-3.2

0.0

0.0

0.0

+2.5

-18.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
33,000

+8.2



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整然とした住宅地域

東山入口停210 m

施行済みの区画整理地域 基準方位　北　　
６ｍ市道

東山入口停　北西方210
 m

うるま市の人口及び世帯数は増加傾向で推移。拡大基調が継続する景
況を背景に、市内宅地需要は堅調さを維持している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅地域として熟成し、今後も現状を維持しながら推移するものと予測する。良好な住環境や値頃感から需
要は堅調で地価は上昇傾向だが、建築費高騰等から、その勢いは弱まりつつ推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性を有する取引事例に基づき試算したもので、市場性を反映し実証的である。一方、収受可能な賃料
水準や建築費を勘案すると、経済合理的な賃貸住宅の経営が困難なため収益価格の試算は行わなかった。近隣地域は自
己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断される。以上
より市場性を反映した実証的な比準価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ上記の通り鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、うるま市及び周辺市町村を含む住宅地域の存する圏域で、特にうるま市石川地区内の住宅地域との代替
性が強い。主たる需要者はうるま市及び周辺市町村の居住者を中心とする一次取得者層である。高速道路ＩＣや利便施
設への接近性、良好な住環境から宅地需要は堅調である。土地は３００㎡程度で１５００万円から２５００万円程度、
新築戸建は３０００万円から４０００万円程度を中心に取引が行われている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 10

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 10 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  大城　直哉

大城不動産鑑定事務所

令和 8 6 25

令和 8 7 1

うるま市石川東山１丁目１５番４外 292

1：1.2 ＲＣ 2

北西6 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

（その他）

50 150 50 90 戸建住宅地

15 19 290 長方形

（都） １低専
(50,100)

戸建住宅地 方位                          0.0

64,000

／

／

／

令和 8

1.3

18,700,000 64,000

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 105.9

100.0
64,900

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

-3.0

+40.0

-22.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
60,500

+5.8



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い既
成住宅地域

平安名停160 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
３．６ｍ市道

平安名停北西方160 m

　市内の人口・世帯数は増加傾向にあり、市内の利便施設を中心に外
延的に広がる住宅地の地価上昇要因として作用している。

　中規模一般住宅が多い既成住宅地域であり、利便施設を中心とした
勝連半島西部の地価上昇の影響を波及的に受けている。

　個別的要因に変動はない。

　中規模一般住宅が多い既成住宅地域であり、今後も勝連半島内の利便施設を中心とした地域の発展に伴う地価
上昇の影響を波及的に受け、地価水準は上昇傾向で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は類似地域から規範性の高い取引事例を採用し、適正に補正され信頼性は高いと認められる。賃貸市場が熟
成しておらず、建築費高騰の影響により土地に帰属する純収益を適切に査定できないため、収益還元法の適用を断念し
た。自己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断される
。従って、市場性を反映した実証的な比準価格を採用し、上記の通り鑑定評価額を決定した。

　同一需給圏は、うるま市の旧与那城勝連地区を中心とした既成住宅地域と判断した。需要者は、同市に地縁的選好性
を有する個人が中心で、他の市町村からの転入者もみられる。勝連半島内では利便性の高い地域を中心に高値の取引が
みられ、需給動向は強含み傾向にある。市場の中心となる価格帯は３００㎡程度で土地総額８００万円程度、新築戸建
住宅は総額３，０００万～３，５００万円程度の取引が中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 11

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 11 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 平良　修

有限会社　平良不動産鑑定事務所

令和 8 6 30

令和 8 7 3

うるま市勝連平安名東原４３５番 287

1.5：1 ＲＣ 2

北西3.6 m

市道、

三方路

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

（その他）

(70,160)

200 150 70 290 戸建住宅地

20 15 300 長方形

（都） １中専
(60,160)

戸建住宅地 方位 +1.0
三方路 +2.0
セットバック -6.0

28,000

／

／

／

令和 8

1.2

8,040,000 28,000

□ □

□ □

□ □

■
27,600

+1.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、農家住宅等が
混在し、畑も介在する住
宅地域

平敷屋停350 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
６ｍ市道

平敷屋停南西方350 m

　市内の人口・世帯数は増加傾向にあり、市内の利便施設を中心に外
延的に広がる住宅地の地価上昇要因として作用している。

　勝連半島内の東部に存する利便性のやや劣る地域であり、勝連半島
西部の地価上昇の影響は小さい。

　個別的要因に変動はない。

　勝連半島内において利便性の劣る地域で、勝連半島内の地価上昇の影響は小さく、今後も現状を維持する見込
みであり、地価水準は横這いで推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は類似地域から規範性の高い取引事例を採用し、適正に補正され信頼性は高いと認められる。賃貸市場が熟
成しておらず、建築費高騰の影響により土地に帰属する純収益を適切に査定できないため、収益還元法の適用を断念し
た。自己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断される
。従って、比準価格を採用し、指定基準地との検討を考慮のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、うるま市の旧与那城勝連地区を中心とした既成住宅地域と判断した。需要者の中心は、居住目的の個
人である。勝連半島内において利便性の劣る地域で地価水準は低く需給関係は比較的安定している。需要の中心価格帯
は土地５００㎡程度で１，０００万円程度、新築戸建住宅は総額３，０００万～３，５００万円程度の取引が中心であ
る。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 12

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 12 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 平良　修

有限会社　平良不動産鑑定事務所

令和 8 6 30

令和 8 7 3

うるま市勝連平敷屋平敷屋１１２番 542

1：1 ＲＣ 2

南西6 m

市道、

背面道

水道、

下水

（都） 
(60,200)

（その他）

(70,200)

400 200 250 150 戸建住宅地

22 24 500 ほぼ正方形

（都） 
(60,200)

戸建住宅地 方位 +1.0
二方路 +1.0

20,600

／

／

／

令和 8

1.1

11,200,000 20,600

□ □

うるま(県) 11

27,600

101.4

96.8 144.5

102.0
20,400

0.0

0.0

0.0

-3.2

0.0

0.0

-3.0

+2.0

+46.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
20,600

0.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅のほか農家住宅
や畑が介在する既成住宅
地域

西村商店前停150 m

架橋のある離島内の既成住宅
地域。

基準方位北　　　
２．２ｍ道路

西村商店前停北方150 m

　市内の人口・世帯数は増加傾向、自然環境の良好な地域への需要は
高まっており、市内の住宅地の地価上昇要因として作用している。

　離島地域内では比較的利便性の優る地域であり、自然環境の良好な
地域への需要の高まりを背景に、その相対的地位は向上している。

　個別的要因に変動はない。

　街路条件は劣るが、離島地域内では比較的利便性の優る地域であり、今後も自然環境の良好な地域の需要は高
まるものと予想される。地価水準は上昇傾向で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は周辺離島地域を含む類似地域から規範性の高い取引事例を採用し、適正に補正され信頼性は高いと認めら
れる。賃貸市場が熟成しておらず、建築費高騰の影響により土地に帰属する純収益を適切に査定できないため、収益還
元法の適用を断念した。自己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視され
るものと判断される。従って、市場性を反映した実証的な比準価格を採用し、上記の通り鑑定評価額を決定した。

　同一需給圏は、うるま市の平安座島を中心とした周辺離島を含む既成住宅地域が中心と判断した。需要者の中心は、
居住目的の個人が中心で県外移住者等もみられる。土地単価が低いため総額ベースではばらつきがみられるものの、自
然環境の良好な地域への需要の高まりから需給動向は強含み傾向にある。需要の中心価格帯は土地１８０㎡程度で２０
０万円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 14

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 14 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 平良　修

有限会社　平良不動産鑑定事務所

令和 8 6 30

令和 8 7 3

うるま市与那城平安座東村内２５４番 165

1：1 ＲＣ 2

南西2.2 m

道路、

背面道

水道

（都） １中専
(60,200)

（その他）

(70,160)

220 170 130 80 戸建住宅地

14 13 180 ほぼ正方形

（都） １中専
(60,160)

戸建住宅地 方位 +1.0
二方路 +1.0
セットバック -7.0

11,600

／

／

／

令和 8

1.4

1,910,000 11,600

□ □

□ □

□ □

■
10,600

+9.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、共同住宅等が
混在する区画整然とした
住宅地域

宮里入口停280 m

施行済みの区画整理地域 基準方位　北　　
６ｍ市道

宮里入口停　北方280 m

うるま市の人口及び世帯数は増加傾向で推移。拡大基調が継続する景
況を背景に、市内宅地需要は堅調さを維持している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅を中心とする住宅地域で今後も現状を維持するものと予測する。沖縄市から見た値頃感や良好な住環境
等から需要は堅調で地価は上昇傾向だが、建築費高騰等から、その勢いは弱まりつつ推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性を有する取引事例に基づき試算したもので、市場性を反映し実証的である。一方、収受可能な賃料
水準や建築費を勘案すると、経済合理的な賃貸住宅の経営が困難なため収益価格の試算は行わなかった。近隣地域は自
己使用目的の需要が中心となる地域で、需要者の意思決定にあたっては比準価格が重視されるものと判断される。以上
より市場性を反映した実証的な比準価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ上記の通り鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、うるま市及び周辺市町村を含む住宅地域の存する圏域で、特にうるま市旧具志川地区内の住宅地域との
代替性が強い。主たる需要者はうるま市及び周辺市町村の居住者を中心とする一次取得者層である。市内各幹線や利便
施設への接近性から住宅地需要は堅調に推移している。土地は基準地と同程度の規模で２５００万円から３０００万円
程度、新築戸建は４０００万円から４５００万円程度を中心に取引が行われている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) － 15

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　 － 15 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  大城　直哉

大城不動産鑑定事務所

令和 8 6 25

令和 8 7 1

うるま市字江洲城原５９９番３ 264

1：1.5 ＬＳ 1

北東6 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

（その他）

80 130 60 100 低層住宅地

13.5 19.5 260 長方形

（都） １低専
(50,100)

低層住宅地 方位                          0.0

102,000

／

／

／

令和 8 81,000

26,900,000 102,000

□ □

うるま(県) 4

63,700

108.9

101.0 67.3

100.0
102,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

-3.0

-11.0

-22.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
98,500

+3.6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼事務所 小売店舗、事務所、飲食
店等が建ち並ぶ県道沿い
の商業地域

中部病院前停120 m

県道７５号線沿線、赤道交差
点近くの商業地域

１９ｍ県道 中部病院前停南西方120
 m

県へのＲ７年度入域観光客数は昨年より増加し、過去最高に。Ｒ８で
は５月までの累計でも昨年比＋４．６％と増加傾向が続く。

地域内での複数の更地化や建替のほか、周辺の同一県道沿線でも同様
の傾向が見られ、近時には金融機関の出店も認められる。

対象基準地が属する地域の標準的画地で、競争力の程度は概ね中位。
なお当該競争力の変動は特段認められない。

赤道交差点に程近く位置する旧来からの商業地域。経年建物が多い為、空室も認められるが、近時は更地化や建
替が見られる。地域は今後、現状の商環境を維持しつつも、建物更新を緩やかに伴いながら推移すると予測。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

賃料は近時に緩やかな上昇傾向にあるが、建築費も高止まっている結果、収益価格は低位に試算されており、説得力は
相対的に劣る。一方、比準価格は典型的需要者の観点に基づき、事例資料を沖縄市含め広域的に収集・選択の上、適切
な補修正、要因比較を行い試算しており、説得力が高い。よって本件では、収益価格を参考程度に止め、市場性を反映
する比準価格をもって、指定基準地との比較による検討を踏まえつつ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏はうるま市及び隣接市町に亘る商業地域。特にうるま市南西部の幹線・準幹線沿線地域との代替競争関係が
強い。需要者は小売業、サービス業等を営む自用目的の本島中部圏域事業者が主であるが、近時は本島南部等の事業者
も認められる。赤道交差点付近、かつ沖縄市美原地区に程近く位置し、車両交通量は比較的多く、近時に経年建物の更
地化や建替が見られ、需要は強まりつつある。土地は３００㎡程度で２８００万円前後が需要価格帯の目安。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　5 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 竹内　優志

株式会社　あい総合研究所

令和 8 6 4

令和 8 7 2

うるま市字赤道上原２番１６ 297

1：2.5 ＲＣ 5F 1B

南東19 m

県道

水道、

下水

（都） 商業
(80,400)

（その他）

(90,400)

90 90 70 50 低層店舗兼事務所地

11 27 300 ほぼ長方形

（都） 商業
(90,400)

標準的使用とほぼ同じ低層店舗兼事務所地 ない

94,700

41,500

／

／

令和 8 74,000

28,100,000 94,700

□ □

沖縄(県) 5 2

155,000

105.8

100.0 172.9

100.0
94,800

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

+68.0

-2.0

0.0

□ □

□ □

■
90,000

+5.2



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 県道沿いに各種店舗、事
務所等が連たんする路線
商業地域

上平良川停近接

顧客の流出等による商業繁華
性の減退が認められる。

１８ｍ県道 上平良原停近接

好調な観光等を背景に景況は拡大基調で、幹線道路沿いの繁華性の高
い地域を中心に商業地需要は堅調さを維持している。

幹線街路の特性はあるが、旧来から土地利用の更新が進まず、衰退化
が継続している。

個別的要因に変動はない。

旧来からの路線商業地域で地域外への顧客流出が顕著であり、商業地としての衰退化が継続している。建築費高
騰等から土地利用の更新は進まず、当面は現状を維持しながら推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、市場の実態を反映し実証的で、また、商業地として規範性を有する取引事例は、収益性等も考慮した上で
成約に至ったものと判断され、当該価格には収益性が反映されていると思料される。一方、収受可能な賃料水準や建築
費を勘案すると、経済合理的な賃貸経営が困難で収益価格の試算は行わなかった。以上より市場の実態を反映し実証的
な比準価格を採用し、市場動向等、指定基準地との均衡に留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏はうるま市内を中心に周辺市町村の同様の商業地域の存する圏域で、特に幹線や準幹線沿いの商業地域との
代替性が強い。主たる需要者は低層店舗や事業所等として利用する目的の個人や事業法人等である。古くからの商業地
域であり建物の更新が進まず画地規模も街路と比較し小規模なものが多く繁華性の減退が認められ、現状の画地規模で
の需要はやや希薄である。地積１５０㎡程度の標準的画地の場合、総額１０００万円前後が取引の中心と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　5 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  大城　直哉

大城不動産鑑定事務所

令和 8 6 25

令和 8 7 1

うるま市字喜屋武上平良川原３１１番３ 145

1：2 ＲＣ 2

北西18 m

県道、

南西側道

水道、

下水

（都） 商業
(80,400)
準防

（その他）

(100,400)

100 100 20 60 低層店舗地

9 16.5 150 ほぼ長方形

（都） 商業
(100,400)
準防

低層店舗地 角地                          +3.0
セットバック -5.0

63,900

／

／

／

令和 8 53,000

9,270,000 63,900

□ □

うるま(県) 5 3

63,300

105.8

100.0 101.4

97.9
64,700

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-5.0

+10.0

-3.0

0.0

□ □

□ □

■
63,000

+1.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗、事務所兼住
宅

県道沿いに店舗、事務所
等が建ち並ぶ商業地域

石川市場前停近接

特記すべき事項はない。 １８ｍ県道 石川市場前停南東方近
接

うるま市の人口は微増となっている。県内景気が観光に支えられて好
調であることから、うるま市の地価も上昇している。

県道沿いの商業地であり、空き店舗が少なく市場性が向上している。

個別的要因に特に変化はない。

県道沿いに位置する商業地域であり、うるま市の人口が増加していることや、好調な県内景気など地価の上昇要
因が重なり昨年を上回る上昇率となった。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、うるま市の商業地域の取引事例に、適切に補修正や比較を行って得たものである。市場実態を反映した規
範性が認められる価格が得られた。収益価格は近年の建築費の高騰により元本と果実の相関関係が希薄になりかなり低
位に求められた。比準価格を採用し、収益価格を参考にして、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、うるま市内の商業地である。需要者は、県内中小法人が中心と判断される。県道沿いに位置する商業地
域であり、うるま市の人口が増加していることや、好調な県内景気など地価の上昇要因が重なり昨年を上回る上昇率と
なった。中心となる価格帯は、６７，０００円／㎡前後、総額では１，５００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　5 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 8 6 18

令和 8 7 3

うるま市石川白浜１丁目２０５番５
「石川白浜１－３－７」

234

1：1
ＲＣ 4

北西18 m

県道

水道、

下水

（都） 近商
(80,200)

（その他）

(90,200)

100 60 50 180 低層店舗兼住宅地

15 15 225 正方形

（都） 近商
(90,200)

中低層店舗兼住宅地 ない

67,000

8,860

／

／

令和 8

1.2

15,700,000 67,000

□ □

□ □

□ □

■
63,300

+5.8



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 小売店舗、公共施設等が
見られる近隣商業地域

与那城郵便局前停近接

旧来からの近隣向け商業地域 ６．７ｍ県道 与那城郵便局前停北西
方
近接

　県内景気は拡大基調にある。個人消費は緩やかな増加、観光は拡大
基調、設備投資は持ち直している。当市の人口は増加傾向。

商業地域としては衰退傾向にあるが住宅地としての需要も見られる。

個別的要因に変化はない。

当該地域は商業地域としては衰退傾向にあり、今後は一般住宅としての利用が増していくものと予測する。周囲
の住宅地域の価格が緩やかに上昇している影響から、地価は若干の上昇傾向となっている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　近隣地域内には収益物件はほとんど見られず、取引も自用目的がほとんどであり賃貸市場が未成熟なため、収益価格
は求め得なかった。比準価格は、比較可能な事例が乏しかったものの規範性の高い事例を中心に把握されており補修正
や要因比較も適切になされたものと思料する。そこで、現下の経済情勢等をも踏まえたうえで比準価格を妥当と判断し
て鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、概ねうるま市内の住商混在地域と判定した。特に勝連半島内の類似地域との関連性が強い。需要者は自
用目的の法人・個人事業者が中心。商業繁華性が低迷し、商業系用途の需要は弱いが、背後住宅地域における住宅地需
要の高まりと地価上昇の影響を受けている。同一需給圏内の民間取引は少なく、価格帯もまちまちであるため需要の中
心となる価格帯は見出せなかった。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

うるま(県) －5 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 8

令和 8 7 1

令和 8 7 6

うるま(県)　5 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 8 6 16

令和 8 7 3

うるま市与那城屋慶名西１１０３番 147

1：1.2 ＲＣ 2

南西6.7 m

県道

水道、

下水

（都） 近商
(80,200)

（その他）

50 180 40 30 低層店舗兼住宅地

11.5 13 150 ほぼ長方形

（都） 近商
(80,200)

低層店舗兼住宅地 ない

28,400

／

／

／

令和 8

1.1

4,170,000 28,400

□ □

□ □

□ □

■
28,100

+1.1


